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研究成果の概要：本研究では当初、2005 年度までに開発した地域資源マッチング支援ソフトウ

エアを農業地域向けに再構築し、これに経済評価・環境評価の機能を盛り込んで実在の地域で

のテスト運用を目指した。再構築は完了したが、経済・環境評価機能を付加することが難しい

ことがわかった。この点は残された課題となったが、異業種間連携、都市・農村の情報流通支

援ツールとしての「Web エコミュゼ」の基礎部分が開発できた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,000,000 0 1,000,000 

2007 年度 1,000,000 0 1,000,000 

2008 年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度  

  年度  

総 計 2,800,000 240,000 3,040,000 

 
 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学 
キーワード：環境調和型農林水産・環境技術・環境分析 
 
１．研究開始当初の背景 

東北大学学際科学国際高等研究センター
における研究では、事業所間連携を希望する
事業者がインターネットを通じてアクセス
し必要な情報（データ）を入力することで、
連携先を検索するために利用可能なデータ
ベース・システムを開発した。これは、宮城
県内の農業以外の産業で産業廃棄物を排出
する業者を対象としたもので、再資源化技術
データベースや事業所の位置情報、廃棄物カ
テゴリー分類を基にしたネットワーク状況

診断ツールの搭載が画期的であった。しかし、
当時のプロジェクト研究終了に伴って運
用・研究が中止状態にあった。しかし、現在
の社会・経済状況の中では廃棄物として遺棄
されてしまう潜在的な資源を有効活用する
というコンセプトでの研究は必要と考えら
れた。本研究では、このシステムの開発・運
用過程で得られたノウハウを活用し、農家に
もアクセス・利用可能な新しいシステムを再
度設計・開発し直すことを企図した。開発に
は既存のプラットフォームを用いることで、



開発期間を大幅に短縮できることが予想さ
れた。また、経済性評価・環境負荷推定に関
する評価ツールを盛り込むことにより、シス
テムの応用範囲が広がり、現実社会で利用可
能なソフトウエアシステムとなることを目
標とした。このシステムには、単に廃棄物交
換を促進するだけでなく、地域活性化にもつ
なげ得る新しい産業の展開方向を探るツー
ルとしての利用方法も期待した。 
 
２．研究の目的 

第一に異業種間連携が環境・経済両面で便
益を生み出す可能性の検証を行う。第二に連
携に参加する農家・業者の持続的経営の可能
性と要件の調査・研究に取り組む。 そのた
めには，農業からの様々な生産物（糞尿等の
副産物・廃棄物を含む）の種類・質・量・排
出のタイミング、および地域性を調査し、農
業内外の産業分野の生産資材需要とのマッ
チングを検討する必要がある。また、その逆
に，ある地域の農業以外の産業からの生産
物・廃棄物と、農業生産のための資材需要と
のマッチングも調査する。さらに、そのため
に必要となる再資源化技術を検索、場合によ
っては新技術を提案し、連携の実現可能性を
検討する。また、ＬＣＡ（ライフサイクルア
セスメント）を用いて連携による環境負荷低
減効果を検証すると同時に再資源化物およ
び再資源化技術の経済性を検討することで、
経済性と環境便益を両立できる異業種間連
携のあり方を明らかにする。 
 
３．研究の方法 

研究開始前年度までに開発した異業種間
連携支援ソフトウエアについて実地的なデ
ータを導入できるよう改造し、それを用いて
調査検討を行う。具体的に宮城県内の農業地
域町村を選定し、主として農業と農外産業と
の接点に係わる部分について連携のあり方
を検討する。 

実際の農業地域市町村に導入する前に、東
北大学大学院農学研究科附属複合生態フィ
ールド教育研究センター（FSC）を農村地域
に見立て、テスト的にシステムを運用する。
テスト結果を反映し、その後実地域に試験的
に導入する。FSC 内部の各作物・使用家畜種
ごとに、使用する資材や廃棄物の量、需要・
供給が発生するタイミングを調査するアン
ケートを実施した。 

システムのフィージビリティを確保する
ため、宮城県内の農家等へのヒアリング調
査・アンケート調査を実施した。また、異業
種間連携の調査のため、農外産業にもヒアリ
ング調査等を行った。 
 
４．研究成果 
 結論としては、当初設定した目標を達成で

きなかった。具体的には、農業地域に適用可
能なソフトウエアシステムの開発と改善ま
では完了したが、これを実地域に適用するこ
と、さらに FSC 内で仮運用することができな
かった。 
 当初予想を達成できなかった要因は、第一
に本研究では異業種間連携について、農外産
業の農業参入ではなく、農外産業と農業との
物質交換として捉えようとした点にある。こ
の点については、農業地域内の生活ニーズを
満たす方策が農外産業によってもたらされ
る場合を想定し、これを支援するソフトウエ
アシステムとすることに方針を転換した。 
第二に FSC内部への適用課程で明らかにな

ったことに、農作業内容を逐次データ記録す
ることの難しさである。言うまでもなく農作
業は情報端末から離れた場所で実施される
場面が多い。遠隔地での作業内容をホームポ
ジションに戻ってから記録し直すことには
抵抗感があった。それ以前に、特に中山間地
域においては、稲作には専業的な担い手がお
らず、専業的な担い手の居る畜産農家は糞尿
処理や臭気問題等で地域内でも浮き立って
いる状況にあることが判った。 
以上の調査過程において得られた特徴的

なデータを示す。まず、宮城県内の調査地域
における農地未利用の有無については下表
のようであった。 

 非農家 非販売農家 販売農家
水田 71% 42% 38%
畑地 78% 46% 41%
桑園 100% 81% 82%

 いずれの属性の農家も、未利用に至った農
地を保有している。次に、未利用農地の利用
については下表のような結果を得た。 
借り手があれば無料でも貸与していいと

回答している者が多いことが特徴的である。
この地域では、この他にも希望する収入金額
について、「地域内で暮らしていけるだけで
良い」とする回答が目立った。これは、農外
産業並みの収入を希望するという従来の一
般的調査とは異なる結果である。 

 非農家 非販売農家 販売農家

ずっと未利用で良い 13 51 18

借り手があれば無料でも貸す 13 45 13

小作料をくれるなら貸す 5 19 6

農業地域内の生活ニーズを満たす方策が
農外産業によってもたらされる場合を想定
した農外産業との連携の予備調査として、自
社近辺に農地を購入する意向のある東北地
方の A 社、東北地方に園芸作物の栽培拠点を
設置した B 社にヒアリング調査を行った。A
社は自動車リサイクルを実施する企業で、地
勢は平場であり、周辺地域では大規模区画の
ほ場整備が進行しているにもかかわらず、同
社に「水田を購入しないか」という打診があ
るらしい。同社は、同地域の農家は「今後 5



年、10 年と水稲栽培を続けるのは難しいだろ
う」との観測のもと、「どうしたら既存の農
業環境のなかで収益性が確保できるのか」を
追求しつつ、参入に向けた具体的な検討を実
施している。東京の商社Ｂ社の場合は、某地
域の営農組織Ｃと連携して園芸作物Ｐを栽
培する新会社Ｄを設立し、農業に参入する、
というもので、実質的には参入ではなく、い
つでも引き上げ可能な形での資本参加に過
ぎなかった。A 社の場合はともかく、B 社の
ような参入形態は、地域で生きていくのに必
要なだけの現金収入を継続的にもたらすか
はやや疑問であった。 

以上の調査から、ソフトウエアシステムと
しては、農業地域に新しい収入源をもたらす
契機となるものが望ましいと判断した。そこ
で、大学の研究成果と連携した農村地域の取
り組みをリアルタイムで配信できる装置と
データベース・システムの組み合わせを構想
した。具体的には GPS とカメラの連動と、そ
れを自動車等の移動体に搭載することによ
り、予め指定した地区を通過した場合は必ず
その様子を撮影し、記録すると同時に、その
地域での取り組み内容へのリンクを作成す
るというものである。これは、地域丸ごと博
物館（エコミュゼ）の Web 公開版であり、本
研究期間内には FSCを対象とするテスト版の
作成に到達できた。 

本研究の当初目的に照らせば、Web エコミ
ュゼシステムによって撮影した画像・動画の
解析から、廃棄物や副生成物の排出有無・時
期などを自動測定し、マッチングの検討を行
うという展開方法が考えられる。しかし、農
外産業の副産物や廃棄物を農業で利用する、
あるいはその逆というリンク発生が極めて
難しいことから、物質交換よりも情報交換を
主体とするシステムの構成が望ましいこと
が示唆されたと考えられる。 
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